
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第４項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年７月31日

【四半期会計期間】 第64期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

【会社名】 アピックヤマダ株式会社

【英訳名】 APIC YAMADA CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　押森　広仁

【本店の所在の場所】 長野県千曲市大字上徳間90番地

【電話番号】 ０２６－２７５－２１１１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役企画部長　小出　篤

【最寄りの連絡場所】 長野県千曲市大字上徳間90番地

【電話番号】 ０２６－２７５－２１１１（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役企画部長　小出　篤

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

アピックヤマダ株式会社(E01701)

訂正四半期報告書

 1/20



１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
当社の売上に関する不適切な会計処理の疑義について会計監査人他に対して通報があり、これを受け、当社は、平成

29年５月２日に本件疑義に係る事実確認の調査及び売上計上に関する会計処理の当否の確認等を目的として当社と利害

関係を有しない外部の専門家から構成される第三者委員会を設置しました。

平成29年６月30日に第三者委員会による調査報告書を受領し、電子部品組立装置事業において、社内の売上計上基準

の恣意的な解釈に基づく売上の前倒計上及びそのために事実と異なる証憑書類の作成・改竄を行っていたことが認めら

れたとの報告を受けました。

これに伴い当社は、売上の前倒計上の影響のある過年度の決算を訂正するとともに、平成24年３月期以降の有価証券

報告書及び内部統制報告書ならびに四半期報告書について訂正を行うこととしました。

これらの訂正により、平成28年11月11日に提出いたしました第64期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28

年９月30日）四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基

づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

また、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所については、XBRLの修正も行いましたので併せて修正後のXBRL

形式データ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

 

２【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

（１）業績の状況

第４　経理の状況

２　監査証明について

１　四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（２）四半期連結損益計算書及び四半連結包括利益計算書

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

【注記事項】

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

 

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂

正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第64期
第２四半期連結

累計期間
第63期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 4,054,870 4,692,518 8,899,844

経常損失（△） （千円） △425,764 △302,567 △526,664

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △420,553 △329,464 △689,667

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △416,163 △557,247 △842,686

純資産額 （千円） 3,876,550 2,892,405 3,449,956

総資産額 （千円） 11,087,940 12,535,108 13,101,124

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △33.86 △26.53 △55.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 35.0 23.1 26.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △65,001 △1,510,885 1,171,496

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 58,642 △71,813 58,372

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △217,818 128,435 △83,415

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,120,851 1,955,502 3,460,611

 

回次
第63期

第２四半期連結
会計期間

第64期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）（円）
△21.53 8.45

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。
 
(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国の内需の底堅さなどから景気回復が続いておりました

が、米国、欧州では内向きの政治リスク、地政学的リスクが高まり、中国などの新興国においては、一時期の急

激な景気冷え込みは脱したものの、投資、消費ともに牽引役の不足に伴う経済成長率の鈍化が懸念されていま

す。

一方、わが国経済も、企業収益及び雇用・所得環境の回復により、緩やかな回復基調で推移しましたが、世界

経済の下振れリスクや、円高といった要因により、先行き不透明な状況となっています。

当社グループの主たる供給先である半導体業界は、企業のデータセンター向けやスマートフォンの高機能化に

よるメモリ関連の需要増加等から設備投資に動きが出ています。

こうした環境の中で、当社が開発したＷＬＰ（ウェハーレベルパッケージ)用コンプレッションモールド装置で

ある「ＷＣＭ-３００Ｌ」がスマートフォンの主要半導体のモールドプロセスに採用され量産寄与するなかで、唯

一の量産実績のある装置として評価をいただき、多くの半導体メーカーより引合い、受注を頂いております。ま

た、当社グループはＷＬＰをはじめとする先端パッケージ分野及び車載向けパッケージ分野など、当社の強みを

活かした分野に対して新規製品の開発を積極的に行いました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は4,692百万円(前年同四半期比15.7％増)、営業損失は283百万

円(前年同四半期は営業損失449百万円)、経常損失は302百万円(前年同四半期は経常損失425百万円)、親会社株主

に帰属する四半期純損失は329百万円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失420百万円)となりまし

た。
 
セグメントの業績は次のとおりであります。
 

①電子部品組立装置

電子部品組立装置の受注環境は高機能スマートフォンの需要等の影響により、ＷＬＰを始めとする新規パッ

ケージ向けモールド装置を中心に需要が高まり、受注は計画を上回り推移しましたが、利益率の高い装置の売上

が当初想定より下期に偏りました。また、新型のＷＬＰ用コンプレッションモールド装置及び車載向け対応装置

等の開発によりコストが嵩みました。

この結果、売上高は3,928百万円（前年同四半期比43.6％増）、セグメント利益は110百万円(前年同四半期はセ

グメント損失33百万円）となりました。
 

②電子部品

一般半導体リードフレーム等の製造につきましては、価格面で厳しい環境が継続しております。また、ＬＥＤ

プリモールド基板事業は、新規顧客開拓及び合理化によるコスト削減を推進しましたが、ＬＥＤ市場の停滞によ

りＬＥＤリードフレームを含めて受注回復が遅れました。

なお、リードフレーム事業において、前年同四半期は、一部の製品で当社の外注加工費用を含む取引がありま

したが、商流変更により第２四半期連結累計期間は外注加工費用を除く取引となっております。この変更により

売上は160百万円程度減少しました。

この結果、売上高は548百万円（前年同四半期比38.0％減）、セグメント損失は104百万円(前年同四半期はセグ

メント損失144百万円）となりました。
 

③その他

その他につきましては、リード加工金型及びリードフレーム用生産金型の販売であります。リードフレームを

使用する半導体の設備投資につきましては依然慎重であり、また、リード加工金型は当面の需要の一巡感もある

ことから低調に推移しました。

この結果、売上高は215百万円（前年同四半期比50.3％減）、セグメント利益は10百万円（前年同四半期比

77.5％減）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較

して1,505百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には1,955百万円となりました。

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、資金は1,510百万円の減少(前年同四半期は65百万円の減少）となりました。これは主に税金

等調整前四半期純損失の計上、売上債権の増加及び仕入債務の減少によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、資金は71百万円の減少(前年同四半期は58百万円の増加)となりました。これは主に有形固

定資産の取得による支出によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、資金は128百万円の増加(前年同四半期は217百万円の減少)となりました。これは主に短期

借入金の増加によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、64百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,200,000

計 23,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 12,969,000 12,969,000 東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 12,969,000 12,969,000 － －

（注）当社は、平成28年７月20日開催の取締役会において、単元株式数の変更及び定款の一部変更を決議いたしました。

これに伴い、平成28年10月１日を効力発生日として、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 12,969,000 － 5,837,500 － －
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社八十二銀行

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

長野市大字中御所字岡田178番地8

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
615 4.74

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 433 3.33

アピックヤマダ従業員持株会 長野県千曲市大字上徳間90番地 404 3.11

八十二キャピタル株式会社 長野県長野市大字南長野南石堂町1282番地11 402 3.09

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目6番1号 280 2.15

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷三丁目29番22号 278 2.14

BANK JULIUS BAER AND CO.,LTD.

（常任代理人　株式会社三菱東京

UFJ銀行）

BAHNHOFSTRASSE 36,P.O.BOX 8010.CH-

8001,ZURICH,SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内２丁目7-1 決済事業

部）

257 1.98

田代恭一 東京都江東区 230 1.77

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505086

(常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

 

P.O.BOX　351　BOSTON　MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

(東京都港区港南2丁目15-1　品川インターシ

ティA棟）

222 1.71

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川1丁目14番1号 202 1.55

計 － 3,323 25.62

（注）上記のほか、自己株式が549千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　549,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,324,000 12,324 －

単元未満株式 普通株式　　 96,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 12,969,000 － －

総株主の議決権 － 12,324 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそ

れぞれ1,000株及び１個含まれております。

２．当社は、平成28年10月１日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。なお、

上記は、変更前の単元株式数で記載しております。
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②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

アピックヤマダ株式会社
長野県千曲市大字上

徳間90番地
549,000 － 549,000 4.23

計 － 549,000 － 549,000 4.23

（注）当社は、平成28年10月１日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。なお、上記

は、変更前の単元株式数で記載しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,460,611 1,955,502

受取手形及び売掛金 2,220,622 3,248,540

商品及び製品 2,207,052 2,572,278

仕掛品 1,894,673 1,642,045

原材料及び貯蔵品 121,654 159,598

その他 130,919 150,209

貸倒引当金 － △510

流動資産合計 10,035,534 9,727,665

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 908,170 824,731

機械装置及び運搬具（純額） 357,452 305,529

土地 488,099 484,534

その他 196,225 178,314

有形固定資産合計 1,949,948 1,793,111

無形固定資産 81,872 72,713

投資その他の資産   

投資有価証券 876,161 808,058

関係会社出資金 101,430 80,509

その他 60,975 57,849

貸倒引当金 △4,798 △4,798

投資その他の資産合計 1,033,769 941,618

固定資産合計 3,065,589 2,807,443

資産合計 13,101,124 12,535,108

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,761,123 1,928,790

短期借入金 3,162,000 3,446,000

1年内返済予定の長期借入金 244,448 189,044

未払法人税等 18,840 8,824

賞与引当金 102,597 105,375

製品保証引当金 63,265 65,201

前受金 1,747,007 2,486,047

その他 293,071 276,472

流動負債合計 8,392,354 8,505,755

固定負債   

長期借入金 318,010 246,670

退職給付に係る負債 731,509 705,871

その他 209,294 184,405

固定負債合計 1,258,813 1,136,947

負債合計 9,651,168 9,642,702
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,837,500 5,837,500

利益剰余金 △2,069,628 △2,399,093

自己株式 △100,944 △101,247

株主資本合計 3,666,926 3,337,158

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △5,229 6,387

為替換算調整勘定 △187,966 △432,379

退職給付に係る調整累計額 △23,773 △18,761

その他の包括利益累計額合計 △216,970 △444,753

純資産合計 3,449,956 2,892,405

負債純資産合計 13,101,124 12,535,108
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 4,054,870 4,692,518

売上原価 3,383,550 3,820,145

売上総利益 671,320 872,372

販売費及び一般管理費 ※1  1,120,758 ※1  1,155,395

営業損失（△） △449,437 △283,022

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,608 2,425

為替差益 － －

受取技術料 6,142 6,413

受取補償金 46,093 －

受取賃貸料 9,618 14,734

その他 15,501 16,729

営業外収益合計 79,964 40,303

営業外費用   

支払利息 37,132 36,371

持分法による投資損失 10,452 901

為替差損 3,853 14,601

その他 4,851 7,973

営業外費用合計 56,290 59,848

経常損失（△） △425,764 △302,567

特別利益   

固定資産売却益 2,263 －

関係会社出資金売却益 10,422 －

特別利益合計 12,686 －

特別損失   

固定資産売却損 － 244

減損損失 － ※2  22,000

特別損失合計 － 22,244

税金等調整前四半期純損失（△） △413,078 △324,812

法人税、住民税及び事業税 4,224 4,955

法人税等調整額 3,251 △302

法人税等合計 7,475 4,652

四半期純損失（△） △420,553 △329,464

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △420,553 △329,464
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純損失（△） △420,553 △329,464

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,567 11,617

為替換算調整勘定 25,773 △141,579

退職給付に係る調整額 4,953 5,012

持分法適用会社に対する持分相当額 △16,768 △102,833

その他の包括利益合計 4,390 △227,782

四半期包括利益 △416,163 △557,247

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △416,163 △557,247
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △413,078 △324,812

減価償却費 157,414 130,792

減損損失 － 22,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 510

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,302 5,307

製品保証引当金の増減額（△は減少） 16,382 1,936

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △15,938 △20,598

受取利息及び受取配当金 △2,608 △2,425

支払利息 37,132 36,371

為替差損益（△は益） △15,530 11,880

持分法による投資損益（△は益） 10,452 901

固定資産売却損益（△は益） △2,263 244

固定資産除却損 4 2,296

関係会社出資金売却益 △10,422 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,139,105 △1,040,760

たな卸資産の増減額（△は増加） △496,661 △210,963

未収消費税等の増減額（△は増加） 103,204 43,980

その他の流動資産の増減額（△は増加） 19,367 △65,310

仕入債務の増減額（△は減少） △609,510 △794,865

その他の負債の増減額（△は減少） 80,726 762,308

小計 △6,527 △1,441,204

利息及び配当金の受取額 2,608 2,425

利息の支払額 △37,159 △36,016

法人税等の支払額 △26,561 △36,090

法人税等の還付額 2,637 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △65,001 △1,510,885

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △34,816 △70,326

有形固定資産の売却による収入 12,730 68

無形固定資産の取得による支出 △3,472 △1,478

関係会社出資金の売却による収入 81,187 －

その他の支出 △1,143 △834

その他の収入 4,158 756

投資活動によるキャッシュ・フロー 58,642 △71,813

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △484,000 284,000

長期借入れによる収入 400,000 －

長期借入金の返済による支出 △105,744 △126,744

自己株式の取得による支出 △439 △303

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △27,635 △28,517

財務活動によるキャッシュ・フロー △217,818 128,435

現金及び現金同等物に係る換算差額 16,339 △50,845

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △207,837 △1,505,109

現金及び現金同等物の期首残高 2,328,689 3,460,611

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,120,851 ※ 1,955,502
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日

　　至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日

　　至　平成28年９月30日）

従業員給与手当 372,070　千円 385,071　千円

賞与引当金繰入額 23,683 27,787

退職給付費用 31,499 33,036

製品保証引当金繰入額 57,313 20,131

 

※２ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 金額（千円）

事業用資産
アピックヤマダ株式会社

吉野工場
建物、機械装置、土地等 22,000

当社グループは、事業用資産については、工場ごとにグルーピングしております。

事業用資産のうち、電子部品事業に供している吉野工場について収益環境が悪化したため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少価額を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構築物

3,281千円、機械装置及び運搬具8,606千円、土地3,564千円、リース資産5,487千円、その他固定資産1,059千円で

あります。

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、処分価額又は鑑定評価額であり

ます。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

 

 現金及び預金勘定 2,120,851　千円 1,955,502　千円  

 現金及び現金同等物 2,120,851 1,955,502  
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ前第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 
電子部品
組立装置

電子部品
その他
（注）

売上高     

外部顧客への売上高 2,736,311 885,345 433,213 4,054,870

セグメント間の内部売上高又は振替高 18,901 7,084 80,979 106,965

計 2,755,213 892,429 514,193 4,161,836

セグメント利益又は損失（△） △33,452 △144,768 48,598 △129,622

(注)「その他」の区分は、リード加工金型及びリードフレーム生産用金型の調達・販売等を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △129,622

　セグメント間取引高消去 －

　全社費用（注） △319,814

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △449,437

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ当第２四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 
電子部品
組立装置

電子部品
その他
（注）

売上高     

外部顧客への売上高 3,928,385 548,919 215,213 4,692,518

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,409 3,092 78 5,579

計 3,930,795 552,011 215,291 4,698,098

セグメント利益又は損失（△） 110,162 △104,158 10,945 16,949

(注)「その他」の区分は、リード加工金型及びリードフレーム生産用金型の調達・販売等を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 16,949

　セグメント間取引高消去 －

　全社費用（注） △299,972

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △283,022

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償

却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更してお

ります。

これによる報告セグメントの利益又は損失に与える影響はありません。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「電子部品」セグメントにおいて固定資産の減損損失を計上しております。尚、当該減損損失の計上額

は、当第２四半期連結累計期間においては22,000千円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △33円86銭 △26円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△420,553 △329,464

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）
△420,553 △329,464

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,421 12,420

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成29年７月30日

アピックヤマダ株式会社    

 

 取 締 役 会　 御 中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小松　　聡　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアピックヤマダ

株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日か

ら平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る訂正後の

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アピックヤマダ株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年11月10日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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